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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　レンズの瞳面もしくは当該瞳面と共役な位置に配置された波面変調器と、
　前記波面変調器および前記レンズを介して入射する光の強度分布を検出する光検出器と
、
　前記波面変調器の位相変調量を制御する制御手段と、
　前記波面変調器の局所領域に与える位相変調量を変化させた際に前記光検出器から得ら
れる強度分布に基づいて、前記局所領域を通過する光と前記局所領域以外を通過する光の
干渉成分を取得する干渉成分取得手段と、
　前記干渉成分をフーリエ変換し、フーリエ変換された干渉成分の位相成分を波面歪み量
として算出する波面歪み量算出手段と、
　を備える、波面歪み量測定装置。
【請求項２】
　前記制御手段は、前記局所領域に少なくとも３つの異なる変調量を与えるように前記波
面変調器を制御し、
　前記干渉成分取得手段は演算装置であり、前記少なくとも３つの異なる変調量を前記波
面変調器に与えた際に前記光検出器からそれぞれ得られる少なくとも３つの強度分布に基
づいて、演算により前記干渉成分を算出する、
　請求項１に記載の波面歪み量測定装置。
【請求項３】
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　前記制御手段は、前記波面変調器の前記局所領域に与える位相変調量を、周期的に変化
させ、
　前記干渉成分取得手段は、前記光検出器から出力される信号を入力とするロックイン検
出器である、
　請求項１に記載の波面歪み量測定装置。
【請求項４】
　前記光検出器は、前記レンズの焦点面に配置され、光源から前記波面変調器を介して前
記レンズに入射した光を検出する、
　請求項１～３のいずれか１項に記載の波面歪み量測定装置。
【請求項５】
　前記光検出器は、前記レンズを介して測定対象物から生じる光が結像される位置に配置
される、
　請求項１～３のいずれか１項に記載の波面歪み量測定装置。
【請求項６】
　前記波面歪み量算出手段は、前記波面変調器の第１から第３の局所領域のそれぞれに位
相変調を与えて得られる３つの前記干渉成分の位相成分から、前記測定対象物の位相情報
を除去した波面歪み量を算出する、
　請求項５に記載の波面歪み量測定装置。
【請求項７】
　前記第２の局所領域は、前記第１の局所領域から第１の方向に変位した位置であり、
　前記第３の局所領域は、前記第１の局所領域から前記第１の方向と直交する第２の方向
に変位した位置である、
　請求項６に記載の波面歪み量測定装置。
【請求項８】
　請求項１から７のいずれか１項に記載の波面歪み量測定装置を含む波面補償装置であっ
て、
　前記制御手段は、前記波面歪み量算出手段によって取得される前記波面歪み量を打ち消
す位相変調を前記波面変調器に与える、
　波面補償装置。
【請求項９】
　前記波面歪み量算出手段によって取得される前記波面歪み量を打ち消す位相変調を前記
波面変調器に与えた状態で、前記波面変調器の局所領域に与える位相変調量を変化させて
波面歪み量の算出し、当該波面歪み量に基づいて、前記波面変調器に与える位相変調量を
更新する、
　請求項８に記載の波面補償装置。
【請求項１０】
　請求項８または９に記載の波面補償装置と、
　前記波面歪み量を打ち消す位相変調を前記波面変調器に与えた状態で、前記光検出器に
よって測定を行い、測定結果を出力する出力手段と、
　を備える、光学測定装置。
【請求項１１】
　前記光学測定装置は、レーザー走査型光学測定装置であり、
　レーザー光を発生させる光源と、
　前記レーザー光を前記レンズの焦点面に配置された測定対象物に導く光学系と、
　前記レーザー光を測定対象物上で走査するための走査手段と、
　をさらに備え、
　前記波面変調器は、前記光源と前記測定対象物を結ぶ光路上に配置される、
　請求項１０に記載の光学測定装置。
【請求項１２】
　前記光学測定装置は、広視野光学測定装置であり、
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　前記光検出器は、測定対象物から生じる光が結像される位置に配置された２次元光検出
器であり、
　前記波面変調器は、前記測定対象物と前記２次元光検出器とを結ぶ光路上に配置される
、
　請求項１０に記載の光学測定装置。
【請求項１３】
　前記光学測定装置は、非線形光学測定装置であり、
　第１の励起光を発生させる第１の光源と、
　第２の励起光を発生させる第２の光源と、
　前記第１の励起光と前記第２の励起光を前記レンズの焦点面に配置された測定対象物に
導く光学系と、
　前記第１の励起光を前記第２の励起光に対して測定対象物上で走査するための走査手段
と、
　前記第１の励起光と前記第２の励起光により測定対象物内において非線形光学過程を誘
起し、信号光を発生させる手段と、
　をさらに備え、
　前記波面変調器は、前記第１の光源と前記測定対象物を結ぶ光路上に第１の波面変調器
と、前記第２の光源と前記測定対象物を結ぶ光路上に第２の波面変調器を含み、
　第１の励起光の波面歪み量および第２の励起光の波面歪み量をそれぞれ求め、それぞれ
の波面歪み量を打ち消す位相変調を前記第１の波面変調器および前記第２の波面変調器に
与えた状態で、前記測定対象物の測定を行う、
　請求項１０に記載の光学測定装置。
【請求項１４】
　レンズの瞳面もしくは当該瞳面と共役な位置に配置された波面変調器の局所領域に与え
る位相変調量を変化させる位相変調ステップと、
　前記波面変調器および前記レンズを介して入射する光の強度を光検出器によって検出す
る検出ステップと、
　前記光検出器から得られる信号から、前記局所領域を通過する光と前記局所領域以外を
通過する光の干渉成分を取得する干渉成分取得ステップと、
　前記干渉成分をフーリエ変換し、フーリエ変換された干渉成分の位相成分を波面歪み量
として算出する波面歪み量算出ステップと、
　含む、波面歪み量測定方法。
【請求項１５】
　前記位相変調ステップでは、前記局所領域に少なくとも３つの異なる変調量を与え、
　前記干渉成分取得ステップでは、前記少なくとも３つの異なる変調量を前記波面変調器
に与えた際にそれぞれ得られる少なくとも３つの強度分布に基づいて、演算により前記干
渉成分を算出する、
　請求項１４に記載の波面歪み量測定方法。
【請求項１６】
　前記位相変調ステップでは、前記波面変調器の前記局所領域に与える位相変調量を周期
的に変化させ、
　前記干渉成分取得ステップでは、前記光検出器から出力される信号を入力とするロック
イン検出器を用いて、前記干渉成分を取得する、
　請求項１４に記載の波面歪み量測定方法。
【請求項１７】
　前記光検出器は、前記レンズの焦点面に配置され、光源から前記波面変調器を介して前
記レンズに入射した光の空間強度分布を検出する、
　請求項１４～１６のいずれか１項に記載の波面歪み量測定方法。
【請求項１８】
　前記光検出器は、前記レンズを介して測定対象物から生じる光が結像される位置に配置
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され、測定対象物から生じる光の空間強度分布を検出する、
　請求項１４～１６のいずれか１項に記載の波面歪み量測定方法。
【請求項１９】
　前記検出ステップは、
　前記レンズを介してレーザー光を測定対象物上に集光し、前記測定対象物から生じる光
を前記光検出器により検出する信号光検出ステップと
　レーザー光を測定対象物上で走査し、信号強度分布を取得する信号強度分布取得ステッ
プ
　を含む、請求項１４～１６のいずれか１項に記載の波面歪み量測定方法。
【請求項２０】
　前記検出ステップは、
　前記レンズを介して第１および第２のレーザー光を測定対象物上に集光し、測定対象物
内において非線形光学過程を誘起し、発生させた信号光を検出する非線形信号光検出ステ
ップと、
　前記第１のレーザー光を前記第２のレーザー光に対して測定対象物上で走査し、信号強
度分布を取得する非線形信号強度分布取得ステップと、
　を含む、請求項１４～１６のいずれか１項に記載の波面歪み量測定方法。
【請求項２１】
　前記波面変調器の第１から第３の局所領域のそれぞれを対象として、前記位相変調ステ
ップ、前記検出ステップ、および前記干渉成分取得ステップを実行して、第１から第３の
干渉成分をそれぞれ取得し、
　前記波面歪み量算出ステップでは、前記第１から第３の干渉成分の位相成分から、前記
測定対象物の位相情報を除去した波面歪み量を算出する、
　請求項１８または１９に記載の波面歪み量測定方法。
【請求項２２】
　前記波面変調器の第１から第３の局所領域のそれぞれを対象として、前記位相変調ステ
ップ、前記検出ステップ、および前記干渉成分取得ステップを実行して、第１から第３の
干渉成分をそれぞれ取得し、
　前記波面歪み量算出ステップでは、前記第１から第３の干渉成分の位相成分から、前記
第２のレーザー光が関連する位相情報を除去した波面歪み量を算出する、
　請求項２０に記載の波面歪み量測定方法。
【請求項２３】
　前記第２の局所領域は、前記第１の局所領域から第１の方向に変位した位置であり、
　前記第３の局所領域は、前記第１の局所領域から前記第１の方向と直交する第２の方向
に変位した位置である、
　請求項２１または２２に記載の波面歪み量測定方法。
【請求項２４】
　請求項１４～２３のいずれか１項に記載の波面歪み量測定方法の各ステップと、
　前記波面歪み量算出ステップにおいて取得される波面歪み量を打ち消す位相変調を前記
波面変調器に与える波面補償ステップと、
　を含む、波面補償方法。
【請求項２５】
　前記波面歪み量算出ステップにおいて取得される前記波面歪み量を前記波面変調器に与
えた状態で、前記位相変調ステップ、前記検出ステップ、前記干渉成分取得ステップ、お
よび前記波面歪み量算出ステップを行って波面歪み量を算出し、当該波面歪み量に基づい
て、前記波面補償ステップにおいて前記波面変調器に与える位相変調量を更新する、
　請求項２４に記載の波面補償方法。
【請求項２６】
　請求項２４または２５に記載の波面補償方法の各ステップと、
　前記波面歪み量を打ち消す位相変調を前記波面変調器に与えた状態で、前記光検出器を
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用いて測定を行う測定ステップと、
　を含む、光学測定方法。
【請求項２７】
　コンピュータに、請求項１４から２６のいずれか１項に記載の方法を実行させるための
、コンピュータプログラム。
【請求項２８】
　レンズの瞳面もしくは当該瞳面と共役な位置に配置された波面変調器と、
　前記波面変調器の位相変調量を制御する制御手段と、
　前記波面変調器の局所領域に与える位相変調量を変化させた際に前記波面変調器および
前記レンズを介して入射する光の強度分布を検出する光検出器から得られる強度分布に基
づいて、前記局所領域を通過する光と前記局所領域以外を通過する光の干渉成分を取得す
る干渉成分取得手段と、
　前記干渉成分をフーリエ変換し、フーリエ変換された干渉成分の位相成分を波面歪み量
として算出する波面歪み量算出手段と、
　を備える、波面歪み量測定装置。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、波面歪み量の測定および波面歪みの補償に関する。
【背景技術】
【０００２】
　光学顕微鏡などの光を用いたイメージングにおいて、試料内部や光学系にて生じる波面
歪みによって、空間分解能が劣化する。劣化の度合いが大きいと、試料の観察が不可能と
なる。波面歪みを補償するには、空間位相変調器などの波面補償器を用いて、試料内部で
生じる波面歪みと逆の波面歪みを与えればよい。
【０００３】
　従来の波面補償技術は以下の２つの手法に大別される。第１の手法は、波面測定光学系
を用いて波面歪みを測定し、その歪み量をもとに補償する手法である。第１の手法の例と
して、シャックハルトマン波面センサーを用いる技術（非特許文献１）や干渉計を用いる
技術（非特許文献２）が知られている。第２の手法は、波面歪みを測定することなく、仮
定した波面を与えて信号が改善されるかどうか試行錯誤を繰返し行い、最適波面を探索す
る手法（非特許文献３）である。
【先行技術文献】
【非特許文献】
【０００４】
【非特許文献１】J. W. Cha, J. Ballesta, and P. T. So “Shack-Hartmann wavefront-
sensor-based adaptive optics system for multiphoton microscopy,” Journal of Bio
medical Optics 15, 046022 (2010).
【非特許文献２】T. Shirai, T. H. Barnes, and T. G. Haskell, “Adaptive wave-fron
t correction by means of all-optical feedback interferometry,” Opt. Lett. 25, 7
73-775 (2000).
【非特許文献３】A. Facomprez, E. Beaurepaire, and D. D´ebarre, “Accuracy of co
rrection in modal sensorless adaptive optics,” Optics express 20, 2598-2612 (20
12).
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００５】
　第１の手法では、顕微鏡とは別の経路を通る光を用いて波面歪み量を測定しているので
、波面測定光学系において波面歪みが生じる場合や、波面測定光学系と共有していない顕
微鏡部分において波面歪みが生じる場合には正しい波面歪み量の測定ができない。また、
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波面歪みを測定するために２次元検出器を用いているため、試料内部で光が散乱すると背
景光となり正しい波面歪み量が測定できない。また、シャックハルトマン波面センサーで
は、試料内部の非常に明るく光っている点光源からの光を用いて波面を測定する。したが
って、試料内部に明るい点が存在しなければ使用できない。
【０００６】
　第２の手法では、波面測定光学系は必要ないが、次のような問題がある。第１に、信号
は改善されるが、真に補償されているかどうかわからない。第２に、試行錯誤の繰返し回
数が多いと、時間がかかる。第３に、試行錯誤の繰返し回数が多いと、蛍光顕微鏡では蛍
光分子が褪色する。
【０００７】
　このような問題を鑑みて、本発明は、波面歪み量の測定および補償を正確かつ高速に行
える技術を提供することを目的とする。
【課題を解決するための手段】
【０００８】
　本発明の第１の態様に係る波面歪み量測定方法は、レンズの瞳面もしくは当該瞳面と共
役な位置に配置された波面変調器の局所領域に与える位相変調量を変化させる位相変調ス
テップと、前記波面変調器および前記レンズを介して入射する光の強度を光検出器によっ
て検出する検出ステップと、前記光検出器から得られる信号から、前記局所領域を通過す
る光と前記局所領域以外を通過する光の干渉成分を取得する干渉成分取得ステップと、前
記干渉成分をフーリエ変換し、フーリエ変換された干渉成分の位相成分を波面歪み量とし
て算出する波面歪み量算出ステップと、を含む。
【０００９】
　波面変調器はレンズの瞳面もしくはその共役な位置に配置されているので、レンズの焦
点面と波面変調器の設置面は、フーリエ変換の関係になり、レンズの焦点面を実空間とす
ると、波面変調器の設置面は空間周波数空間となる。したがって、波面変調器の局所領域
に対して位相変調を与えるということは、狭い空間周波数帯域のみにデルタ関数的な位相
変調を与えることになる。光検出器が検出する光の強度分布は、位相変調されていない光
と位相変調された光が干渉した干渉成分を含む。波面変調器の局所領域に与える位相変調
量を変化させて強度分布を取得することで、干渉成分を抽出することが可能である。そし
て、抽出された干渉成分のフーリエ変換の位相成分として波面歪み量を求めることができ
る。
【００１０】
　本発明において、干渉成分の取得は演算により行うことができる。すなわち、本発明の
前記位相変調ステップにおいて、前記局所領域に少なくとも３つの異なる変調量を与え、
前記干渉成分取得ステップにおいて、前記少なくとも３つの異なる変調量を前記波面変調
器に与えた際にそれぞれ得られる少なくとも３つの強度分布に基づいて、演算により前記
干渉成分を算出する、ことができる。この際、少なくとも３つの異なる変調量の１つとし
て、変調量ゼロが含まれても構わない。
【００１１】
　このように位相変調量を離散的に変化させて得られる少なくとも３つの強度分布から、
演算によって干渉成分が求められる。なお、位相変調量をφm＝２π×m／M（Mは３以上の
整数、mは０≦m＜Mを満たす整数）とすると、簡易な演算により干渉成分を算出できるた
め好ましい。
【００１２】
　また、本発明において、干渉成分の取得をロックイン検出により行うことができる。す
なわち、本発明の前記位相変調ステップにおいて、前記波面変調器の前記局所領域に与え
る位相変調量を周期的に変化させ、前記干渉成分取得ステップにおいて、前記光検出器か
ら出力される信号を入力とするロックイン検出器を用いて、前記干渉成分を取得する、こ
とができる。
【００１３】
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　位相変調量を時間的に変調させることで、干渉成分も同じ周波数で変調される。したが
って、ロックイン検出によって干渉成分を求めることができる。
【００１４】
　本発明において、前記光検出器を前記レンズの焦点面に配置して、光源から前記波面変
調器を介して前記レンズに入射した光の空間強度分布を検出する、ことができる。このよ
うにすれば、光源から発せられた光の光検出器面での波面歪み量を測定することができる
。
【００１５】
　また、本発明において、前記光検出器を、前記レンズを介して測定対象物から生じる光
が結像される位置に配置して、測定対象物から生じる光の空間強度分布を検出する、こと
ができる。このようにすれば、測定対象物から発せられる光の光検出器面での波面歪み量
を測定することができる。このような測定は、例えば、広視野顕微鏡や望遠鏡などに好適
に適用可能である。なお、この場合の光検出器は、ＣＣＤカメラやＣＭＯＳカメラなどの
２次元光検出器とすることが好ましい。
【００１６】
　また、本発明において、前記検出ステップを、前記レンズを介してレーザー光を測定対
象物上に集光し、前記測定対象物から生じる光を前記光検出器により検出する信号光検出
ステップと、レーザー光を測定対象物上で走査し、信号強度分布を取得する信号強度分布
取得ステップとから構成することもできる。このようにすれば、測定対象物上でのレーザ
ー光の波面歪み量を測定できる。このような測定は、レーザー走査型顕微鏡に好適に適用
可能である。なお、この場合の光検出器は、光電子増倍管やフォトダイオードなどの点型
光検出器とすることが好ましい。
【００１７】
　上記のように測定対象物から生じる光を光検出器で取得して波面歪み量を測定する場合
、測定結果には測定対象物の位相情報も含まれる。そこで、次のようにして測定対象物の
位相情報を除外して、波面の歪み量を測定することができる。すなわち、前記波面変調器
の第１から第３の局所領域のそれぞれを対象として、前記位相変調ステップ、前記検出ス
テップ、および前記干渉成分取得ステップを実行して、第１から第３の干渉成分をそれぞ
れ取得し、前記波面歪み量取得ステップでは、前記第１から第３の干渉成分の位相成分か
ら、前記測定対象物の位相情報を除去した波面歪み量を算出する、ことができる。
【００１８】
　ここで、第１から第３の局所領域の位置は次のようにすると良い。すなわち、前記第２
の局所領域は、前記第１の局所領域から第１の方向に変位した位置であり、前記第３の局
所領域は、前記第１の局所領域から前記第１の方向と異なる第２の方向に変位した位置と
すればよい。特に、第１の方向と第２の方向を互いに直交する方向とするとよい。また、
第１および第２の局所領域の間の距離と第２および第３の局所領域の間の距離は、同じ微
少量とすることが好ましい。
【００１９】
　第１および第３の干渉成分から、測定対象物の位相情報を除去して、波面歪み量の第１
の方向への差分が得られる。同様に、第１および第３の干渉成分から、測定対象物の位相
情報を除去して、波面歪み量の第２の方向への差分が得られる。これらの差分から、測定
対象物の位相情報を除去した波面歪みに関する位相情報を再構成することができる。
【００２０】
　なお、位相変調ステップにおいて局所領域に離散的に異なる位相変調を与える場合は、
各局所領域について少なくとも３回の強度分布の取得が必要となり、合計９回の強度分布
の取得が必要になるように思える。しかしながら、与える位相変調量がゼロの場合には局
所領域の位置の依らず強度分布が同一となるので、各局所領域に与える位相変調量に変調
量ゼロを含めることで、強度分布の取得を７回とすることができる。
【００２１】
　本発明はまた、上記の波面歪み量測定方法の各ステップと、前記波面歪み量取得ステッ
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プにおいて取得される波面歪み量を打ち消す位相変調を前記波面変調器に与える波面補償
ステップと、を含む波面補償方法と捉えることもできる。
【００２２】
　本発明において、前記波面変調器によって取得される前記波面歪み量を前記波面変調器
に与えた状態で、前記位相変調ステップ、前記検出ステップ、前記干渉成分取得ステップ
、および前記波面歪み量算出ステップを行って波面歪み量を算出し、当該波面歪み量に基
づいて、前記波面補償ステップにおいて前記波面変調器に与える位相変調量を更新する、
ことも好ましい。
【００２３】
　一回の波面歪み量の測定には誤差が含まれることも考えられる。そこで、このように波
面歪み量の測定と補償を繰り返し実行することで、より精度の良い波面補償が可能となる
。
【００２４】
　本発明はまた、上記の波面補償方法の各ステップと、前記波面歪み量を打ち消す位相変
調を前記波面変調器に与えた状態で、前記光検出器を用いて測定を行う測定ステップと、
を含む光学測定方法と捉えることもできる。本発明によれば、波面歪み量測定のための光
検出器と、対象物測定のための光検出器と、を共通化できる。これにより、単に部品点数
を削減できるだけでなく、波面歪み量の測定と対象物の測定において同一の経路を光が通
るので、精度の良い波面歪み量の測定が可能となる。
【００２５】
　本発明は、上記の波面歪み測定方法を実施するための波面歪み量測定装置、上記の波面
補償方法を実施するための補償光学装置、上記の光学測定方法を実施するための光学測定
装置として捉えることもできる。また、本発明は、コンピュータに上記波面歪み量測定方
法、波面補償方法、または光学測定方法の各ステップを実行させるためのコンピュータプ
ログラム、あるいは当該コンピュータプログラムを非一時的に格納したコンピュータ可読
記憶媒体として捉えることもできる。
【発明の効果】
【００２６】
　本発明によると、新規な手法により波面歪み量の測定を高速かつ精度良く行うことがで
きる。この波面歪み量の測定方法は、光学測定装置に適用した場合に、波面歪み量測定の
ために新たな光学系を追加する必要がない。また、波面歪み量の測定時と対象物の測定時
において光が同一の経路を通るため、測定時に生じる波面歪みを正確に測定することがで
きる。
【図面の簡単な説明】
【００２７】
【図１】図１（Ａ）は波面変調器による位相変調光学系を示す図、図１（Ｂ）（Ｃ）は波
面変調器に与えるデルタ関数的な位相変調を説明する図である。
【図２】図２は、局所空間周波数を位相変調したときの光の集光（左図）が、試験光（右
上図）と参照光（右下図）とを重ね合わせたものであることを説明する図である。
【図３】図３（Ａ）（Ｂ）は、本発明に係る波面歪み測定処理を行う補償光学装置の構成
を示す図である。
【図４】図４は、図３（Ａ）（Ｂ）の補償光学装置による波面歪み測定および補償処理の
流れを説明するフローチャートである。
【図５】図５（Ａ）は、ロックイン検出器を用いて干渉成分を取得する場合の補償光学装
置の構成を示す図であり、図５（Ｂ）は、本装置による波面歪み測定および補償処理の流
れを説明するフローチャートである。
【図６】図６（Ａ）～（Ｄ）は、本発明に係る波面歪み測定および波面補償方法を、レー
ザー走査型顕微鏡、広視野顕微鏡、望遠鏡、眼底検査装置にそれぞれに適用した場合の構
成を示す図である。
【図７】図７は、図６（Ａ）～（Ｄ）に示す装置による波面歪み測定および補償処理の流
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【図８】図８は、波面歪み量の測定と補償処理を繰り返し実行する場合のフローチャート
である。
【図９】図９は、非線形光学過程の例を説明する図である。
【図１０】図１０は、本発明に係る波面歪み測定を非線形光学顕微鏡に適用した場合の構
成を示す図である。
【図１１】図１１は、図１０に示す非線形光学顕微鏡による波面歪み測定および補償処理
の流れを説明する図である。
【図１２】図１２（Ａ）は、本発明に係る波面歪み測定の原理を確認するために行った実
験に用いた装置構成を示す図である。図１２（Ｂ）は、空間位相変調器によって局所空間
周波数を位相変調した際に光検出器によって得られるレーザー光の強度分布を示す図であ
る。図１２（Ｃ）は、図１２（Ｂ）に示す強度分布から算出された波面歪み量を示す図で
ある。図１２（Ｄ）は、波面歪みの測定結果と実験の際に与えた波面歪みの比較結果であ
る。
【図１３】図１３は、発明に係る波面歪み測定を非線形光学顕微鏡に適用した場合の装置
構成を示す図である。
【図１４】図１４（Ａ）は、第１の波面変調器によって局所空間周波数を位相変調した際
に光検出器によって得られる非線形信号の強度分布を示す図である。図１４（Ｂ）は、波
面歪みの測定結果と実験の際に与えた波面歪みの比較結果である。
【発明を実施するための形態】
【００２８】
＜１．基本原理＞
　まず、本発明にかかる波面歪み量測定方法の基本原理について説明する。
【００２９】
　図１（Ａ）は波面変調素子による位相変調光学系を示す図である。図１において、ｘｃ

－ｙｃ平面に空間位相変調器が配置され、ｘｆ－ｙｆ平面がレンズＣの焦点面である。図
に示すように、空間位相変調器や形状可変ミラーなどの波面変調素子面を、瞳投影レンズ
Ａおよび結像レンズＢを介して、レンズＣの射出瞳位置（ｘｐ－ｙｐ平面）に結像すると
、波面補償素子面と焦点面はフーリエ変換の関係になる。焦点面を実空間とすると、波面
補償素子面は空間周波数空間となる。図１（Ｂ）（Ｃ）に示すように、波面補償素子によ
って、位置（ｘｃｐｒ，ｙｃｐｒ）のみにデルタ関数とみなせるような位相変調を与える
ことは、位置（ｘｃｐｒ，ｙｃｐｒ）に対応する中心空間周波数（ｋｐｒｘ，ｋｐｒｙ）
の狭い空間周波数帯域のみに位相変調を与えることに相当する。このとき、位相変調関数
は
【数１】

と表される。
【００３０】
　ここで、図２に示すように、結像レンズによって集光される集光ビームは、位相変調さ
れていないビーム（右上図に示す穴のあいたビーム、試験光）と位相変調されたビーム（
右下図に示す参照光）の二つに分けて考えることができる。
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【数２】

　Ｅｈ（ｘ，ｙ）は試験光の電場成分、Ｅｐｒ（ｘ，ｙ）は参照光の電場成分である。～
は空間周波数空間における関数を意味する。また、δはデルタ関数である。
【００３１】
　焦点面における強度分布は
【数３】

となる。ここで、＊は複素共役である。式（３）の第３項と第４項が試験光と参照光の干
渉成分である。
【００３２】
　式（３）の焦点面における強度分布をフーリエ変換すると次のようになる。

【数４】

　式（４）の第３項と第４項も試験光と参照光の干渉成分である。
【００３３】
　式（３）、（４）はともに、

【数５】

という３つの項から構成される方程式となっている。したがって、少なくとも３つの異な
る量の位相変調を与えて干渉信号を測定し、得られる３つの連立方程式から干渉成分を抽
出できる。例えば、位相変調量として、
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【数６】

を与えて、集光点の強度分布をそれぞれ測定し、下記のように計算すると、干渉成分を抽
出できる。
【数７】

【数８】

【００３４】
　式（７）と式（８）はフーリエ変換の関係にあるので、焦点面において、干渉成分を抽
出し、フーリエ変換すれば、空間周波数空間における干渉成分を取得できる。式（８）の
位相は

【数９】

となっており、右辺の第１項が試験光の波面歪み、第２項はオフセット位相となっている
。したがって、式（９）から波面歪みが測定できる。
【００３５】
　以上のように、波面変調器の位置（ｘｃｐｒ，ｙｃｐｒ）に与えるデルタ関数的な位相
変調の変調量φｍを離散的に変化させて、焦点面での強度分布を少なくとも３つ取得し、
これらの強度分布Ｉ（ｘ，ｙ，φｍ）から試験光と参照光の干渉成分Ｅｈ（ｘ，ｙ）Ｅ＊

ｐｒ（ｘ，ｙ）を取得できる。波面変調器に与える位相変調量φｍは、必ずしも式（６）
のようにする必要はなく、異なっていればよい。また、干渉成分としてＥｈ（ｘ，ｙ）Ｅ
＊

ｐｒ（ｘ，ｙ）ではなくＥ＊
ｈ（ｘ，ｙ）Ｅｐｒ（ｘ，ｙ）を求めるようにしてもよい

。上述したように少なくとも３つの異なる位相変調量を与えたときの強度分布Ｉ（ｘ，ｙ
，φｍ）から、干渉成分を求めることができる。なお、干渉成分を求めるための具体的な
計算式は、波面変調器に与える位相変調量によって変わる。波面歪み量は、干渉成分のフ
ーリエ変換後の位相成分として求めることができる。
【００３６】
［構成例１］
　上記の原理に基づいて波面歪みの測定および波面補償を行う補償光学装置について図３
（Ａ）（Ｂ）、図４を参照して簡単に説明する。図３（Ａ）に示す補償光学装置１１００
は、波面変調器２、瞳投影レンズ３、結像レンズ４、レンズ５、２次元光検出器６、制御
コンピュータ７から構成される。制御コンピュータ７は、波面変調器２に与える位相変調
量の制御および、２次元光検出器６から得られる強度分布に基づく波面歪み量の算出を行
う。補償光学装置１１００は、光源１から発せられる光を、波面変調器２、瞳投影レンズ
３、結像レンズ４、およびレンズ５を介して、２次元光検出器６で検出する。２次元光検
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出器６で検出された光強度分布は制御コンピュータ７に送られ、制御コンピュータ７は波
面歪み量を算出する。波面変調器２は、レンズ５の瞳面と共役な位置に配置される。なお
、図３（Ｂ）に示すように、瞳投影レンズ３および結像レンズ４を省略して、波面変調器
２をレンズ５の瞳面付近に配置しても構わない。
【００３７】
　図４は、波面歪み量測定の処理の流れを示すフローチャートである。制御コンピュータ
７は、波面変調器の位置（ｘｃｐｒ，ｙｃｐｒ）のみに位相変調φｍを与える（Ｓ１０１
）。これは、空間周波数（ｋｐｒｘ，ｋｐｒｙ）のみに位相変調を与えることに相当する
。なお、位相変調は位置（ｘｃｐｒ，ｙｃｐｒ）にデルタ関数的に与えることが理想的で
あるが、現実には位置（ｘｃｐｒ，ｙｃｐｒ）を中心とした局所領域に位相変調を与える
ことになる。この状態で、２次元光検出器６によって光強度分布Ｉｍを取得する（Ｓ１０
２）。波面変調器２に与える位相変調量を変化させて、２次元光検出器６による強度分布
の取得をＭ回繰り返す（ループＬ１）。繰り返し回数Ｍは３回以上であればよい。また、
与える位相変調量は任意であってよいが、例えば式（６）のようにするとその後の計算が
簡易化される。制御コンピュータ７は、取得される複数の強度分布から、試験光と参照光
の干渉成分を、例えば式（７）にしたがって算出する（Ｓ１０３）。制御コンピュータ７
は、算出した干渉成分をフーリエ変換し（Ｓ１０４）、その位相を波面歪み量として算出
する（Ｓ１０５）。この波面歪み量を打ち消す位相変調を波面変調器２にあたえることで
、光源1から発生する光の波面歪みを補償することができる（Ｓ１０６）。なお、ステッ
プＳ１０６の補償処理を行わずに、波面歪み量の測定まで行って処理を終了するようにし
ても構わない。補償処理を行わない場合には、補償光学装置１１００は波面歪み量測定装
置と捉えることができる。図４のフローチャートでは、ステップＳ１０６が省略可能であ
ることを表すために、ステップＳ１０６を点線で描いている。
【００３８】
［構成例２］
　上記では、波面変調器に与える位相変調量を離散的に変化させて得られる複数の強度分
布から演算によって試験光と参照光の干渉成分を求めている。しかしながら、位相φｍを
周波数ｆｍで変調し、周波数ｆｍで変調された信号光のみをロックイン検出することによ
っても、干渉成分Ｅｈ（ｘ，ｙ）Ｅ＊

ｐｒ（ｘ，ｙ）またはＥ＊
ｈ（ｘ，ｙ）Ｅｐｒ（ｘ

，ｙ）を抽出できる。φｍをある周波数ｆｍで変調すると、式（３）は
【数１０】

となる。２位相のロックイン検出信号はそれぞれ、

【数１１】

【数１２】

となる。式（１１）、（１２）から干渉成分Ｅｈ（ｘ，ｙ）Ｅ＊
ｐｒ（ｘ，ｙ）またはＥ

＊
ｈ（ｘ，ｙ）Ｅｐｒ（ｘ，ｙ）を抽出できる。２位相のロックイン検出信号は同時に測
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定可能なので、信号計測は１回でよい。干渉成分を取得した後の処理は上記と同様である
。
【００３９】
　本変形例に係る補償光学装置１２００の構成例を図５（Ａ）に示す。図３（Ａ）に示す
補償光学装置１１００と比較して、２位相式のロックイン検出器８が追加されており、２
次元光検出器６の検出信号がロックイン検出器８に入力され、ロックイン検出信号が制御
コンピュータ７に入力される点が異なっている。なお、図４（Ａ）は図３（Ａ）を基にし
た構成であるが、図３（Ｂ）のように瞳投影レンズ３および結像レンズ４を省略して波面
変調器２をレンズ５の瞳面付近に配置しても良い。
【００４０】
　図５（Ｂ）は、補償光学装置１２００を用いた波面歪み量測定の処理の流れを示すフロ
ーチャートである。制御コンピュータ７は、波面変調器２の局所領域に与える位相変調量
φｍを、所定の周波数ｆｍで連続的かつ周期的に変化させる（Ｓ２０１）。例えば、位相
変調量はφｍ＝φｍ０×ｓｉｎ（２πｆｍｔ）とすればよいが、周期的な変化であれば正
弦波以外に三角波や矩形的に変化させても良い。位相変調量φｍを変化させている間に２
次元光検出器６によって取得される検出信号はロックイン検出器８に入力され、２位相の
ロックイン検出信号が制御コンピュータ７によって取得される（Ｓ２０２）。制御コンピ
ュータは、２位相のロックイン検出信号から試験光と参照光の干渉成分を算出し（Ｓ２０
３）、干渉成分をフーリエ変換し（Ｓ２０４）、その位相を波面歪み量として算出する（
Ｓ２０５）。この波面歪み量を打ち消す位相変調を波面変調器２にあたえることで、光源
1から発生する光の波面歪みを補償することができる（Ｓ２０６）。なお、ステップＳ２
０６の補償処理を行わずに、波面歪み量の測定まで行って処理を終了するようにしても構
わない。補償処理を行わない場合には、補償光学装置１２００は波面歪み量測定装置と捉
えることができる。図５（Ｂ）のフローチャートでは、ステップＳ２０６が省略可能であ
ることを表すために、ステップＳ２０６を点線で描いている。
【００４１】
＜２．線形光学装置における波面歪み測定への応用＞
　中心空間周波数（ｋｐｒｘ，ｋｐｒｙ）の狭い空間周波数帯域のみ変調する手法の、イ
ンコヒーレント光を用いた線形光学装置への応用を考える。ここでは、線型光学装置とし
て、線型光学顕微鏡を例にして説明する。線型光学顕微鏡によって検出される像は
【数１３】

となる。ここで、Ｓ（ｘ，ｙ）は試料の空間分布である。
【００４２】
　上記の手法と同様に、３つの異なる位相変調φｍを波面変調素子に与えて取得される顕
微鏡像を用いて、干渉成分を抽出すると次のようになる。例えば、式（６）に示す位相変
調φｍを与えた場合には、干渉成分は下記のように計算される。

【数１４】

【００４３】
式（１４）をフーリエ変換すると、
【数１５】

となる。式（１５）の位相は次のようになる。
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【数１６】

【００４４】
　式（１６）には試料の位相情報が含まれるので、試料の位相情報を除いた波面歪み量を
取得するために、次のようにする。変調する中心空間周波数（ｋｐｒｘ，ｋｐｒｙ）を（
ｋｐｒｘ＋δｋ，ｋｐｒｙ）と（ｋｐｒｘ，ｋｐｒｙ＋δｋ）へわずかにシフトさせ、同
様にして位相を取得する。このとき、位相変調関数は
【数１７】

【数１８】

となる。
【００４５】
　変調する中心空間周波数をシフトさせて得られる位相は、それぞれ、
【数１９】

【数２０】

となる。
【００４６】
　式（１６）と式（１９）、式（１６）と式（２０）からそれぞれ、波面歪みの差分位相

【数２１】

【数２２】



(15) JP 6379031 B2 2018.8.22

10

20

30

40

50

が得られる。したがって、差分位相から下記のように波面歪みを再構築することができる
。
【数２３】

【００４７】
　３つの中心空間周波数において、３つの異なる位相を与えた画像（強度分布）を用いる
ため、3×3=9枚の画像が必要となる。しかし、φｍ＝０のときは、３つの中心空間周波数
における位相変調関数は等しくなる。したがって、与える位相変調の一つを変調量ゼロ（
φｍ＝０）とすれば、少なくとも9-2=7枚の画像を測定すれば波面歪み量が取得できる。
【００４８】
［構成例３］
　レーザー走査型光学装置では、照射するレーザー光の波面を揃えてビーム径を小さくす
ることが好ましい。例えば、レーザー走査型顕微鏡では、ビーム径を小さくすることによ
り分解能の良い測定が可能となる。そこで、レーザー走査型光学装置に上記の手法を適用
して、レーザー光の波面歪みを補償するとよい。以下、レーザー走査型光学装置としてレ
ーザー走査型顕微鏡（レーザー走査型光学測定装置）を例に挙げて説明する。図６（Ａ）
は、上記の波面歪み測定および補償技術を適用したレーザー走査型顕微鏡１３００の構成
を示す図である。
【００４９】
　レーザー走査型顕微鏡１３００は、光源１３、波面変調器１４、瞳投影レンズ１５、結
像レンズ１６、ダイクロイックミラー１７、スキャナー１８、瞳投影レンズ１９、結像レ
ンズ２０、対物レンズ２１、光電子増倍管やフォトダイオードなどの点型光検出器２３、
制御コンピュータ２４から構成される。光源１３から発せられるレーザー光は、波面変調
器１４によって位相変調が施され、試料（測定対象物）２２に照射される。波面変調器１
４は、光源１３から試料に至る光路上であって、対物レンズ２１の瞳面と共役な位置に配
置されている。試料２２からの反射光はダイクロイックミラー１７を介して点型光検出器
２３によって検出される。スキャナー１８によって試料２２上でのレーザー光の集光位置
を走査することで、試料２２全体の像が得られる。制御コンピュータ２４は、測定により
得られた試料２２の像の画像データを、表示装置（不図示）に表示したり、記憶装置（不
図示）に記憶したり、他のコンピュータなどに送信したりする。なお、上記構成は一例に
過ぎず、種々の変形が可能である。例えば、ダイクロイックミラー１７の代わりにハーフ
ミラーを用いたりすることができる。また、レーザー光の集光位置を変えることで走査を
行っているが、レーザー光の集光位置を固定したまま、試料２２を移動させても良い。こ
の場合、スキャナー１８、瞳投影レンズ１９、結像レンズ２０が不要となり、代わりに３
軸ピエゾステージのような試料移動手段が必要となる。このような変形は以下で述べる構
成例についても同様に可能である。
【００５０】
　図７は、上記のレーザー走査型顕微鏡を用いた測定処理の流れを示すフローチャートで
ある。波面変調器１４において位相変調を与える局所領域を第１から第３の局所領域を対
象として、ステップＳ３０１からＳ３０５の処理が繰り返される（ループＬ２）。第１か
ら第３の局所領域は、それぞれ（ｘｃｐｒ，ｙｃｐｒ）、（ｘｃｐｒ＋δｒ，ｙｃｐｒ）
、（ｘｃｐｒ，ｙｃｐｒ＋δｒ）であり、空間周波数（ｋｐｒｘ，ｋｐｒｙ）、（ｋｐｒ

ｘ＋δｋ，ｋｐｒｙ）、（ｋｐｒｘ，ｋｐｒｙ＋δｋ）に対応する。
【００５１】
　ステップＳ３０１からＳ３０５の処理は、図４のフローチャートにおけるステップＳ１
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は、スキャナー１８によって試料２２上でのレーザー光の集光位置を走査することによっ
て行われる。また、ステップＳ３０５において得られる試験光と参照光の干渉成分の位相
情報には、式（１６）に示すように、レーザー光の波面歪み量だけでなく試料の位相情報
も含まれる。
【００５２】
　ステップＳ３０１からＳ３０５の処理を第１から第３の局所領域についてそれぞれ実施
することで、３つの位相情報が得られる。制御コンピュータ２４は、これら３つの位相情
報から差分位相（式（２１）（２２））を算出し（Ｓ３０６）、差分位相から式（２３）
を用いてレーザー光の試料２２面上での波面歪み量を算出する（Ｓ３０７）。制御コンピ
ュータ２４は、算出された波面歪み量を打ち消すような位相変調を波面変調器１４に与え
てレーザ光の波面歪みを補償する（Ｓ３０８）。その後、制御コンピュータ２４は、波面
補償されたレーザー光を用いて試料の測定を実行する（Ｓ３０９）。
【００５３】
　上記のレーザー走査型顕微鏡１３００によれば、試料２２内部の焦点面におけるレーザ
ー光の波面歪み量を測定および補償することで、集光ビーム径を小さくでき分解能良く測
定を行うことができる。また、試料の測定と波面歪み量の測定を同一の光検出器を用いて
行うことが可能であり、波面歪み量の測定用に新たな光学系を追加する必要がない。さら
に、試料の測定と波面歪み量の測定において同一の経路を光が通るので、試料２２上での
レーザー光の波面歪み量を精度良く測定することができる。また、波面歪み量の測定を高
速に行うことができるという利点や、試料上に明るい光源が不要であるという利点も有す
る。
【００５４】
　なお、波面変調器１４においてデルタ関数的な位相変調を与えることが好ましいが、現
実的にはある程度拡がりのある局所領域に対して位相変調を与えることになる。したがっ
て、上記の測定によって得られる波面歪み量はある程度誤差を含むことが想定される。そ
こで、波面補償の精度を向上するために、波面歪み量の測定と補償を繰り返し実行するこ
とが好ましい。図８を参照して説明する。まず、波面変調器１４に与える位相変調量φｃ

（ｋｘ，ｋｙ）を決定し（Ｓ３５１）、さらに、局所領域にデルタ関数的な位相変調を加
えて波面歪み量の測定を行う（Ｓ３５２）。波面変調器１４に与える位相変調量の初期値
は、全空間周波数についてゼロ（φｃ（ｋｘ，ｋｙ）＝０）とする。ステップＳ３５２の
処理は、図７のフローチャートにおけるＳ３０１からＳ３０７までの処理である。制御コ
ンピュータ２４は、波面補償のために波面変調器１４に与える位相変調を更新する。具体
的には、ステップＳ３５２の波面歪み量測定の際に与えていた位相変調量φｃ（ｋｘ，ｋ

ｙ）に、測定された波面歪み量を打ち消す位相変調－φ（ｋｘ，ｋｙ）を足し合わせた位
相変調量φｃ（ｋｘ，ｋｙ）－φ（ｋｘ，ｋｙ）を波面補償用の位相変調量として決定す
る。制御コンピュータ２４は、ステップＳ３５４で波面歪み量の測定処理を繰り返すか判
定し、繰り返す場合には、ステップＳ３５２に戻る。ステップＳ３５４の判定処理におい
ては、例えば、ステップＳ３５２において測定される波面歪み量が所定の閾値よりも大き
い場合に繰り返すと判定してもよいし、また、定期的に繰り返し処理を行うようにしても
良い。
【００５５】
　この繰り返し処理における最初の波面歪み量測定処理（Ｓ３５２）は、上記で図７を参
照して説明した処理と同じである。２回目以降については、直前の処理において更新され
た位相変調をφ０（ｋｘ，ｋｙ）としたときに、ステップＳ３０１において波面変調器１
４に与える位相変調量を次のようになる点を除けば、その他は同一である。
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【数２４】

【００５６】
　このように波面歪み量の測定と補償処理を繰り返し実行することで、一回の処理では補
償しきれなかった歪み量を測定でき、したがって、より精度の良い波面補償が実現できる
。
【００５７】
［構成例４］
　上記の波面歪み測定および波面補償技術は、レーザー走査型光学装置以外に広視野光学
装置にも適用可能である。図６（Ｂ）は、上記の波面歪み測定および補償技術を適用した
広視野光学装置の一例として広視野顕微鏡１４００の構成を示す図である。広視野顕微鏡
１４００は、光源２５、ダイクロイックミラー２６、瞳投影レンズ２７、結像レンズ２８
、対物レンズ２９、波面変調器３０、結像レンズ３１、２次元光検出器３２、制御コンピ
ュータ３３から構成される。広視野顕微鏡１４００では、ＣＣＤカメラやＣＭＯＳカメラ
を用いた２次元光検出器３２により試料２２の像を測定する。制御コンピュータ３３は、
測定により得られた試料２２の像の画像データを、表示装置（不図示）に表示したり、記
憶装置（不図示）に記憶したり、他のコンピュータなどに送信したりする。また、試料２
２内部の焦点面を結像している２次元光検出器３２上における波面歪みを測定するために
、波面変調器３０は試料２２から２次元光検出器３２に至る光路上であって、対物レンズ
２９の瞳面と共役な位置に配置されている。
【００５８】
　広視野顕微鏡１４００における測定処理の流れは、レーザー走査型顕微鏡１３００の場
合（図７のフローチャート）とほぼ同様であるため、詳しい説明は省略する。
【００５９】
　本構成によれば、試料２２から生じ２次元光検出器３２に入射する光の波面歪みを測定
することができ、これを打ち消す位相変調を波面変調器３０に与えて測定を行うことで精
度の高い測定が行える。また、上記のレーザー走査型顕微鏡において説明したその他の効
果を同様に奏することができる。
【００６０】
　また、図６（Ｃ）は、上記の波面歪み測定および補償技術を適用した広視野光学装置の
別の例として望遠鏡（天体望遠鏡）１５００の構成を示す図である。望遠鏡１５００は、
波面変調器１３０、ビーム径縮小光学系１２９、結像レンズ１３１、２次元光検出器１３
２、制御コンピュータ１３３から構成される。望遠鏡１５００では、ＣＣＤカメラやＣＭ
ＯＳカメラを用いた２次元光検出器１３２により、天体１２２などの測定対象物の像を測
定する。天体１２２からの光は平行光とみなせるため波面変調器１３０は、天体１２２か
ら２次元光検出器１３２に至る光路上であって、結像レンズ１３１より天体１２２側であ
ればどこに配置されても良い。なお、波面変調器１３０と結像レンズ１３１が十分大きけ
れば、ビーム径縮小光学系１２９は省略可能である。
【００６１】
　また、図６（Ｄ）は、上記の波面歪み測定および補償技術を適用した広視野光学装置の
別の例として眼底検査装置１６００の構成を示す図である。眼底検査装置１６００は、光
源２２５、ダイクロイックミラー２２６、対物レンズ２２９、波面変調器２３０、結像レ
ンズ２３１、２次元光検出器２３２、制御コンピュータ２３３から構成される。眼底検査
装置１６００では、ＣＣＤカメラやＣＭＯＳカメラを用いた２次元光検出器２３２により
測定対象物（人の目）２２２の像を測定する。また、測定対象物２２２内部の焦点面を結
像している２次元光検出器２３２上における波面歪みを測定するために、波面変調器２３
０は測定対象物２２２から２次元光検出器２３２に至る光路上であって、対物レンズ２２
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９の瞳面と共役な位置に配置されている。
【００６２】
　望遠鏡１５００および眼底検査装置１６００における測定処理の流れは、レーザー走査
型顕微鏡１３００および広視野顕微鏡１４００の場合（図７のフローチャート）とほぼ同
様であるため、詳しい説明は省略する。望遠鏡１５００や眼底検査装置１６００において
も広視野顕微鏡１４００と同様の効果が得られる。
【００６３】
　なお、ここでは広視野光学測定装置の例として、広視野顕微鏡、望遠鏡、眼底検査装置
を例に挙げて説明したが、その他の広視野光学測定装置に対しても同様に、本発明の波面
歪み量測定方法および波面補償方法を適用することは、当業者であれば明らかであろう。
【００６４】
［構成例５］
　上記の構成例３、４では波面変調器に与える位相変調量を離散的に変化させて得られる
複数の強度分布から演算によって試験光と参照光の干渉成分を求めているが、構成例２と
同様にロックイン検出によって試験光と干渉光の干渉成分を求めることもできる。
【００６５】
　すなわち、波面変調器に与える位相φｍを周波数ｆｍで周期的に変調し、周波数ｆｍで
変調された信号光のみをロックイン検出することによっても、式（１４）に示す試験光と
参照光の干渉成分Ｈ１（ｘ，ｙ）を取得できる。位相φｍを周波数ｆｍで変調すると、式
（１３）は
【数２５】

となる。２位相のロックイン検出信号
【数２６】

【数２７】

を取得すれば、Ｈ１（ｘ，ｙ）が取得できる。よって、３つの中心空間周波数において、
２位相のロックイン検出信号を測定すれば、式（２３）によって、波面歪みを測定できる
。２位相のロックイン検出信号は同時に測定可能なので、計測は３つの中心空間周波数の
３回でよい。
【００６６】
＜３．非線形光学装置における波面歪み測定への応用＞
　中心空間周波数（ｋｐｒｘ，ｋｐｒｙ）の狭い空間周波数帯域のみ変調する本発明手法
の、非線形光学装置への応用を考える。ここでは非線形光学装置として、和周波発生（Ｓ
ＦＧ： Sum Frequency Generation）の非線形光学過程を用いる非線形光学顕微鏡（非線
形光学測定装置）を例にとって説明する。和周波発生には２つの励起光が用いられ、一方
の励起光のみ試料上を走査し、他方の励起光は試料上に固定される。ここでは、２つの励
起光のうち集光位置を走査する励起光の方のみに位相変調を与えるものとする。
【００６７】
　このとき、２つの励起光の空間的な相互相関信号が検出され、その像は次のように表せ



(19) JP 6379031 B2 2018.8.22

10

20

30

40

る。
【数２８】

【００６８】
　空間周波数（ｋｐｒｘ，ｋｐｒｙ）に対応する位置（ｘｃｐｒ，ｙｃｐｒ）に与える位
相変調量を異ならせて少なくとも３つの信号を取得する。これら少なくとも３つの信号か
ら、試験光と参照光の干渉成分を抽出できる。例えば、式（６）に示す位相変調φｍを与
えた場合には、干渉成分は下記のように計算される。
【数２９】

【００６９】
　式（２９）をフーリエ変換すると、

【数３０】

となる。式（２８）の位相は次のようになる。
【数３１】

【００７０】
　変調する中心空間周波数（ｋｐｒｘ，ｋｐｒｙ）を（ｋｐｒｘ＋δｋ，ｋｐｒｙ）と（
ｋｐｒｘ，ｋｐｒｙ＋δｋ）へわずかにシフトさせ、同様にして干渉成分の位相を取得す
る。

【数３２】

【数３３】

となる。
【００７１】
　式（３１）と式（３２）、式（３１）と式（３３）からそれぞれ、波面歪みの差分位相
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【数３４】

【数３５】

が得られる。したがって、線型光学顕微鏡の場合と同様に、式（２３）にしたがって差分
位相から波面歪みを再構築することができる。また、線形光学顕微鏡のときと同様に、必
ずしも９枚の画像は必要ではなく少なくとも７枚の画像があれば充分である。
【００７２】
　なお上記の説明では、一方の励起レーザー光の波面補償のみを行っているが、他方の励
起レーザー光の波面補償も同様にして行える。また、和周波発生顕微鏡を例に挙げて説明
したが、２波長以上の励起光によって非線形光学過程を利用する顕微鏡にも適用できる。
利用できる非線形光学過程には、図９に示すように、２光子励起蛍光（図９（Ａ））、和
周波発生（図９（Ｂ））、４光波混合（図９（Ｃ）（Ｄ）（Ｅ））、２光子吸収（図９（
Ｆ））、相互位相変調（図９（Ｇ））、誘導ラマン散乱（図９（Ｈ））など様々な過程を
挙げられる。特に、４光波混合や相互位相変調は全ての媒質で発生可能なため、試料内部
のどの位置においても波面歪みを測定可能であり、蛍光分子を必要としない。
【００７３】
［構成例６］
　上記手法による波面補償可能な非線形光学顕微鏡１７００の構成例を図１０に示す。非
線形光学顕微鏡１７００では、第１の光源３４と第２の光源５３から発せられるレーザー
光を重ね合わせて試料４７に照射し、焦点面で発生した非線形信号を光電子増倍管やフォ
トダイオードなどの点型光検出器４８で検出する。第１の光源３４から発せられる第１の
励起レーザー光は、第１の波面変調器３５、瞳投影レンズ３６、結像レンズ３７、スキャ
ナー３８、瞳投影レンズ３９、結像レンズ４０を介して、ダイクロイックミラー４１に入
射される。なお、第１の波面変調器３５は、第１の光源３４から試料４７に至る光路上で
あって、対物レンズ４６の瞳面と共役な位置に配置されている。また、第２の光源５３か
ら発せられる第２の励起レーザー光は、第２の波面変調器５２、瞳投影レンズ５１、結像
レンズ５０を介して、ダイクロイックミラー４１に入射される。なお、第２の波面変調器
５２は、第２の光源５３から試料４７に至る光路上であって、対物レンズ４６の瞳面と共
役な位置に配置されている。ダイクロイックミラー４１により重ね合わされた第１および
第２の励起レーザー光は、スキャナー４２、瞳投影レンズ４３、結像レンズ４４、ダイク
ロイックミラー４５、対物レンズ４６を介して、試料４７内部の焦点面に照射される。焦
点面において発生した非線形信号は、対物レンズ４６およびダイクロイックミラー４５を
介して、点型光検出器４８によって検出される。点型光検出器４８によって検出される非
線形信号は制御コンピュータ４９に送られる。制御コンピュータ４９は、第１の波面変調
器３５および第２の波面変調器５２の位相変調量を制御する。制御コンピュータ４９は、
また、第１の励起レーザー光および第２の励起レーザー光の試料内部の焦点面における波
面歪み量を計算して、この波面歪みを打ち消す位相変調を第１の波面変調器３５および第
２の波面変調器５２に与える。
【００７４】
　図１１は、非線形光学顕微鏡１７００を用いた測定処理の流れを示すフローチャートで
ある。まず、第２の波面変調器５２には位相変調を与えずに、第１の波面変調器３５に位
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相変調を与えて、第１の励起レーザー光の波面歪み量を測定する（Ｓ４０１）。ここでの
波面歪み量の測定は、図７のフローチャートにおけるステップＳ３０７までの処理と同様
であるため詳しい説明は省略する。ただし、ステップＳ３０２の信号光（空間相互相関信
号）の強度分布取得処理は、第２の励起レーザー光の集光位置を固定した状態で、第１の
励起レーザー光の集光位置を変位させることにより行われる。ステップＳ４０１の処理に
より、第１の励起レーザー光の波面歪み量が得られるので、制御コンピュータ４９は、第
１の波面変調器３５に対して、この波面歪み量を打ち消す位相変調を与える（Ｓ４０２）
。これにより、第１の励起レーザーの波面歪みが補償される。
【００７５】
　次に、第１の波面変調器３５に対して上記の位相変調を与えた状態で、第２の波面変調
器５２に位相変調を与えて、第２の励起レーザー光の波面歪み量を測定する（Ｓ４０３）
。この処理は、ステップＳ４０１と同様なので詳しい省略を説明する。ステップＳ４０３
の処理により、第２の励起レーザー光の波面歪み量が得られるので、制御コンピュータ４
９は、第２の波面変調器５２に対して、この波面歪み量を打ち消す位相変調を与える（Ｓ
４０４）。これにより、第２の励起レーザーの波面歪みが補償される。
【００７６】
　最後に、第１の波面変調器３５および第２の波面変調器５２に対して波面歪みを打ち消
す位相変調を与えた状態で、試料の測定を行う（Ｓ４０５）。試料の測定方法は、本発明
においては特に限定されない。例えば、第１の励起レーザー光と第２の励起レーザー光を
同一の集光位置に固定して非線形信号の測定を行っても良いし、第１の励起レーザー光と
第２の励起レーザー光の集光位置を相対的に変調させて、検出される非線形信号から変調
周波数に応じた周波数成分を抽出することで測定を行っても良い。後者の測定方法の詳細
は、本発明者らによる出願である国際公開第２０１２／１２７９０７号に記載されている
。
【００７７】
　上記の非線形光学顕微鏡１７００によれば、試料４７内部の焦点面における第１および
第２の励起レーザー光の波面歪み量を測定および補償することで集光ビーム径を小さくで
き、分解能良く測定を行うことができる。また、また、試料の測定と波面歪み量の測定を
同一の光検出器を用いて行うことが可能であり、波面歪み量の測定用に新たな光学系を追
加する必要がない。さらに、試料の測定と波面歪み量の測定において同一の経路を光が通
るので、試料２２上でのレーザー光の波面歪み量を精度良く測定することができる。また
、波面歪み量の測定を高速に行うことができるという利点や、試料上に明るい光源が不要
であるという利点も有する。また、非線形信号の発生領域が励起レーザー光の集光点近傍
に局所化されるので、焦点面以外で発生する背景光を抑制でき、散乱の影響が抑制される
。したがって、試料深部における波面歪み量の測定が可能となる。
【００７８】
　なお、上記の説明では第１の励起レーザーの波面歪みの測定および補償を先に行ってい
るが、第２の励起レーザーの波面歪みの測定および補償を先に行っても良い。また、ステ
ップＳ４０２およびＳ４０４における位相変調を与えた状態で、ステップＳ４０１からＳ
４０４の処理を繰り返し行って、波面補償の精度を更に向上させることも好ましい。
【００７９】
　本構成例では、波面変調器に与える位相変調量を離散的に変化させて得られる複数の相
互相関信号から演算によって試験光と参照光の干渉成分を求めている。しかしながら、構
成例２，５と同様にロックイン検出によっても、式（２９）に示す試験光と干渉光の干渉
成分Ｈ２（ｘ，ｙ）を求めることもできる。この場合、第１の波面変調器３５や第２の波
面変調器５２に与える位相変調量を周波数ｆｍで周期的に変調し、点型光検出器４８から
得られる相互相関信号を２相式のロックイン検出器に入力する。２位相のロックイン検出
信号から、干渉成分Ｈ２（ｘ，ｙ）が得られる。３つの中心空間周波数において２位相の
ロックイン検出信号を測定すれば、式（３４）、（３５）および式（２３）にしたがって
、波面歪みを測定できる。
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【００８０】
＜実験例＞
［１．基本原理の確認］
　空間光変調器を用いて局所領域（局所空間周波数）のみに位相変調を施し、位相変調さ
れた光と位相変調されていない光の干渉成分を測定することで、波面歪み量が測定できる
ことを、実験により確認した。図１２（Ａ）に実験に用いた構成１８００を示す。光源と
してチタンサファイアレーザー発振器５４を用いてレーザー光を発振する。レーザー光を
、半波長板５５、偏光ビームスプリッター５６を介して光パラメトリック発振器５７に入
射させて波長変換する。光パラメトリック発振器５７から出力された光は、プリズム対５
８、空間光変調器５９、レンズ６０を介して、レンズ６０の焦点位置（焦点距離３００ｍ
ｍ）に配置されたＣＣＤカメラ６１に入射する。ＣＣＤカメラ６１は集光点の強度分布を
測定する。
【００８１】
　ここで、光パラメトリック発振器５７から出力されるレーザー光の波面は揃っているが
、空間光変調器５９により既知の波面歪みを与えた。この状態で、空間光変調器５９を用
いて局所空間周波数成分の位相変調（局所領域のみの位相変調）を与える。空間光変調器
５９には既知の波面歪みと局所空間周波数成分の位相変調の両方が加えられる。これは、
上記波面歪みを有する光に対して、局所空間周波数成分のみに位相変調を加えることと同
じである。局所空間周波数成分に与える位相変調量を３つ異ならせて、ＣＣＤカメラ６１
で強度分布を測定した。ここでは、位相変調量はφｍ＝０，２π／３，４π／３とした。
それぞれに位相変調量に対応して得られる強度分布を、図１２（Ｂ）に示す。得られる３
つの強度分布から、上記で説明した手法に基づいて制御コンピュータ６２によって波面歪
み量を算出した。
【００８２】
　算出された波面歪み量を図１２（Ｃ）に示す。図１２（Ｄ）に、空間光変調器で与えた
既知の波面歪み（点線）と測定により得られた波面歪み（黒点）を示す。図から分かるよ
うに、空間光変調器で与えた波面歪みを精度良く測定できている。
【００８３】
［２．非線形光学顕微鏡における波面歪み測定への応用］
　図１３に示す光学系１９００を用いて、非線形光学顕微鏡における波面歪み測定実験を
行った。ここでは、試料中で発生させる非線形光学過程として４光波混合過程を用い、発
生した４光波混合信号を光電子増倍管によって検出した。
【００８４】
　図１３にしたがって、非線形光学顕微鏡の構成を説明する。光源としてチタンサファイ
ア発振器６３を用いてレーザー光を発振する。半波長板６４を介して、偏光ビームスプリ
ッター６５によりこのレーザー光を分割し、一方を光パラメトリック発振器６６により波
長変換して第１の励起光として用い、他方は波長変換せずにそのまま第２の励起光として
用いた。第１の励起光は、光パラメトリック発振器６６、プリズム対６７、第１の空間光
変調器６８、瞳投影レンズ６９、結像レンズ７０、ガルバノスキャナー７１、瞳投影レン
ズ７２、結像レンズ７３、ガルバノスキャナー７４、瞳投影レンズ７５、結像レンズ７６
を介して、ダイクロイックミラー７７に入射されて第２の励起光と重ね合わされる。第２
の励起光は、プリズム対９７、時間遅延光学系、第２の空間光変調器９８、瞳投影レンズ
９９、結像レンズ１００、を介して、ダイクロイックミラー７７に入射されて第１の励起
光と重ね合わされる。重ね合わされた第１および第２の励起光は、ガルバノスキャナー７
８、瞳投影レンズ７９、結像レンズ８０、ガルバノスキャナー８１、瞳投影レンズ８２、
結像レンズ８３、ダイクロイックミラー８４、対物レンズ８５を介して、試料８６内部に
集光される。試料８６を透過した信号光は、対物レンズ８７、レンズ８８、８９、励起光
カットフィルター（バンドパスフィルター）９０を介して、光電子増倍管９１に入射され
る。また、試料８６から反射された信号光も、対物レンズ８５、ダイクロイックミラー８
４、レンズ９２、９３、励起光カットフィルター９４を介して、光電子増倍管９５に入射
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される。
【００８５】
　ここで、第１の空間光変調器６８を用いて、第１の励起光に対して既知の波面歪みを与
えた上で、上記の手法に従って波面歪み量の測定を行った。具体的には、第１の空間光変
調器６８に対して、第１の空間周波数成分（ｋｐｒｘ，ｋｐｒｙ）＝（０，０）に位相変
調量φｍ＝０，２π／３，４π／３のそれぞれを与えて、光電子増倍管９１、９５から検
出される信号に基づいて、試料８６内部の焦点面における第１および第２の励起光パルス
の空間的な相互相関信号を制御コンピュータ９６で算出した。図１４（Ａ）の上段が、得
られた相互相関信号の強度分布である。同様に第１の空間光変調器６８に対して第２の空
間周波数成分（ｋｐｒｘ，ｋｐｒｙ）＝（１．２ｒａｄ／μｍ，０）、および第３の空間
周波数成分（ｋｐｒｘ，ｋｐｒｙ）＝（０，１．２ｒａｄ／μｍ）にそれぞれφｍ＝２π
／３，４π／３を与えて、相互相関信号の強度分布を求めた。ここで、第２および第３の
空間周波数成分に対して位相変調量φｍ＝０を与えた測定を行わないのは、第１の空間周
波数成分に位相変調量φｍ＝０を与えた場合と同様のため省略できるからである。図１４
（Ａ）の中段および下段に、それぞれ得られる相互相関信号の強度分布を示す。制御コン
ピュータ９６は、各局所空間周波数成分に位相変調を与えて得られる３つの相互相関信号
の強度分布から、干渉成分の位相を算出する。それぞれの局所空間周波数成分について得
られる３つの位相から、波面歪みの差分位相を求めて、波面歪みが再構成できる。
【００８６】
　図１４（Ｂ）の上段に第１の空間光変調器６８に与えた既知の波面歪みを示し、図１４
（Ｂ）の下段に測定により得られた波面歪みを示す。両者を比較すると、空間光変調器で
与えた波面歪みを精度良く測定できていることが分かる。
【００８７】
＜その他＞
　上記の説明では、主に顕微鏡を例にして説明を行ったが、本発明に係る波面歪みの測定
および補償技術が適用可能な光学測定装置は顕微鏡に限定されず、望遠鏡、非破壊検査装
置などにも適用可能である。非破壊検査装の一例として、眼底検査装置、病理検査装置、
食品異物混入検査装置、半導体検査装置、光干渉断層計などが含まれ、原理的に図６（Ｂ
）（Ｄ）と同様の構成をとる。また、顕微鏡に関しても、共焦点顕微鏡（ＣＬＳＭ）に限
らず、ＰＡＬＭ（Photoactivated Localization Microscopy）、ＳＴＥＤ（Stimulated E
mission Depletion）、ＳＩＭ（Structured Illumination Microscopy）などにも適用可
能である。また、本発明にかかる波面歪みの測定および補償技術は、光学測定装置に限定
されず、レーザー加工装置のようなレーザー照射装置にも適用可能である。
【００８８】
　波面歪み量の測定と補償処理の繰り返し実行（図８）は、上記の説明においては、レー
ザー走査型顕微鏡１３００に関連してのみ説明している。しかしながら、この繰り返し処
理は、任意の光学装置に適用可能である。この際、ステップＳ３５２における波面歪み量
の測定処理は、具体的な光学装置に応じて適宜変更される。いずれの場合でも、補償しき
れなかった波面歪みを繰り返しの測定により求めることで、波面補償の精度を向上できる
。
【００８９】
　本発明の原理の説明から分かるように、本発明においては測定対象の光（電磁波）の波
長は特に限定されない。赤外光、可視光、紫外光を含む任意の波長域の光を対象として波
面歪みの測定が可能である。
【００９０】
　また、上記で説明した装置の構成は例示にすぎず、種々の変形が可能である。例えば、
上記の構成と同様の効果を果たすことができる光学系であれば、例示したものとは異なる
構成の光学系を採用することができる。上記の例では、光を分割するためにダイクロイッ
クミラーを主に用いているが、ダイクロイックプリズム、ハーフミラー、ビームスプリッ
ターなど任意の光分割手段を用いることができる。
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　上記で説明した制御コンピュータは、演算装置、記憶装置、入出力装置などを備え、記
憶装置に記憶されたコンピュータプログラムを読み込んで実行することにより、上記の処
理が実行される。上記の説明では制御コンピュータは１台であるが、複数のコンピュータ
が協働して上記の処理を実現しても構わない。また、上記の処理の一部または全部は、専
用のロジック回路を用いて実装しても構わない。本発明は、制御コンピュータが実行する
コンピュータプログラム、あるいは当該コンピュータプログラムを非一時的に記憶したコ
ンピュータ可読媒体として捉えることもできる。
【００９２】
　また、本発明は、上記で説明した波面歪み量測定装置、波面補償装置、あるいは光学測
定装置と、表示装置、記憶装置、入出力装置、測定データ解析装置などの周辺機器（いず
れも不図示）を少なくとも一つを含む光学システムとして実装することもできる。
【符号の説明】
【００９３】
１：光源，２：波面変調器，３：瞳投影レンズ，４：結像レンズ，５：レンズ，６：２次
元光検出器，７：制御コンピュータ，８：ロックイン検出器，１３：光源，１４：波面変
調器，１５：瞳投影レンズ，１６：結像レンズ，１７：ダイクロイックミラー，１８：ス
キャナー，１９：瞳投影レンズ，２０：結像レンズ，２１：対物レンズ，２２：試料，２
３：点型光検出器，２４：制御コンピュータ，２５：光源，２６：ダイクロイックミラー
，２７：瞳投影レンズ，２８：結像レンズ，２９：対物レンズ，３０：波面変調器，３１
：結像レンズ，３２：２次元光検出器，３３：制御コンピュータ，３４：光源，３５：波
面変調器，３６：瞳投影レンズ，３７：結像レンズ，３８：スキャナー，３９：瞳投影レ
ンズ，４０：結像レンズ，４１：ダイクロイックミラー，４２：スキャナー，４３：瞳投
影レンズ，４４：結像レンズ，４５：ダイクロイックミラー，４６：対物レンズ，４７：
試料，４８：点型光検出器，４９：制御コンピュータ，５０：結像レンズ，５１：瞳投影
レンズ，５２：波面変調器，５３：光源，５４：光源，５５：半波長板，５６：偏光ビー
ムスプリッター，５７：光パラメトリック発振器，５８：プリズム対，５９：空間光変調
器，６０：レンズ，６１：ＣＣＤカメラ，６２：制御コンピュータ，６３：光源，６４：
半波長板，６５：偏光ビームスプリッター，６６：光パラメトリック発振器，６７：プリ
ズム対，６８：空間光変調器，６９：瞳投影レンズ，７０：結像レンズ，７１：ガルバノ
スキャナー，７２：瞳投影レンズ，７３：結像レンズ，７４：ガルバノスキャナー，７５
：瞳投影レンズ，７６：結像レンズ，７７：ダイクロイックミラー，７８：ガルバノスキ
ャナー，７９：瞳投影レンズ，８０：結像レンズ，８１：ガルバノスキャナー，８２：瞳
投影レンズ，８３：結像レンズ，８４：ダイクロイックミラー，８５：対物レンズ，８６
：試料，８７：対物レンズ，８８：レンズ，８９：レンズ，９０：励起光カットフィルタ
ー，９１：光電子増倍管，９２：レンズ，９３：レンズ，９４：励起光カットフィルター
，９５：光電子増倍管，９６：制御コンピュータ，９７：プリズム対，９８：空間光変調
器，９９：瞳投影レンズ，１００：結像レンズ，１２９：ビーム径縮小光学系，１３０：
波面変調器，１３１：結像レンズ，１３２：２次元光検出器，１３３：制御コンピュータ
，２２５：光源，２２６：ダイクロイックミラー，２２９：対物レンズ，２３０：波面変
調器，２３１：結像レンズ，２３２：２次元光検出器，２３３：制御コンピュータ
１１００：補償光学装置，１２００：補償光学装置，１３００：レーザー走査型顕微鏡，
１４００：広視野顕微鏡，１５００：望遠鏡，１６００：眼底検査装置，１７００：非線
形光学顕微鏡
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